
１．首都圏整備制度
（１）首都圏整備計画
　首都圏整備計画は、首都圏整備法（昭和31年法律第83号）に基づいて策定される計画であり、
我が国の政治、経済、文化等の中心としてふさわしい首都圏の建設とその秩序ある発展を図る
ことを目的としたものである。
　本計画は、「第二次国土形成計画（全国計画）」及び「首都圏広域地方計画」の内容を踏まえ、
平成28（2016）年３月に改定されたものであり、首都圏の将来像を「確固たる安全・安心を土台
に、面的な対流を創出し、世界に貢献する課題解決力、先端分野・文化による創造の場として
の発展を図り、同時に豊かな自然環境にも適合し、上質・高効率・繊細さを備え、そこに息づ
く人々が親切な、世界からのあこがれに足る『洗練された首都圏』の構築を目指す。」として
いる。さらに、将来像の実現のため「防災・減災と一体化した成長・発展戦略と基礎的防災力
の強化」、「都市と農山漁村の対流も視野に入れた異次元の超高齢社会への対応」、「社会システ
ムの質の更なる向上」等、10の施策の方向性が定められた。

（２）政策区域に基づく諸施策の推進
　首都圏においては、その秩序ある整備を図るため、圏域内に国土政策上の位置付けを与えた
「政策区域」を設定し、この区域に応じ、土地利用規制、事業制度等の施策が講じられている
（図表 6-1）。
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図表6-1 首都圏整備法における政策区域

資料：国土交通省

茨城県茨城県

水戸・日立水戸・日立

大田原大田原
栃木県栃木県

宇都宮宇都宮群馬県群馬県
桐生桐生

前橋・高崎前橋・高崎

本庄本庄

秩父秩父

佐野・足利佐野・足利

太田・館林太田・館林
熊谷・深谷熊谷・深谷

荒川荒川
埼玉県埼玉県

山梨県山梨県
甲府甲府

安行安行
入間入間

滝山滝山
挟山挟山平林寺平林寺

利根川・
菅生沼
利根川・
菅生沼

牛久沼牛久沼

行徳行徳
多摩丘陵北部多摩丘陵北部

相模原相模原

円海山・北鎌倉円海山・北鎌倉

東千葉東千葉

武山武山

剣崎・岩堂山剣崎・岩堂山
小網代小網代

衣笠・大楠山衣笠・大楠山
逗子・葉山逗子・葉山

君津君津

鹿島鹿島

石岡石岡

下館・結城下館・結城
小山小山

栃木栃木

古河・総和古河・総和

千葉県千葉県

東京都東京都

神奈川県神奈川県

土浦・阿見土浦・阿見筑波筑波

政策区域 区域の性格

既成市街地

近郊整備地帯

都市開発区域

近郊緑地保全区域

産業及び人口の過度の集中を防止
しながら、都市機能の維持・増進
を図るべき区域
既成市街地の近郊で、無秩序な市
街化を防止するため、計画的に市
街地を整備すべき区域
首都圏内の産業及び人口の適正な
配置を図るため、工業都市、住居
都市等として発展させるべき区域
近郊整備地帯の区域のうち特に緑
地保全の効果の高い区域
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（３）業務核都市の整備
　東京圏においては、東京都区部以外の地域で相当程度広範囲の地域の中心となる都市（業務
核都市）を、業務機能をはじめとした諸機能の集積の核として重点的に育成・整備し、東京都
区部への一極依存型構造をバランスのとれた地域構造に改善していくことが重要である。多極
分散型国土形成促進法（昭和63年法律第83号）に基づき、都県又は政令指定都市が作成する業
務核都市基本構想に基づく業務核都市の整備の推進が図られてきたところであり、これまでに
承認・同意された地域は14地域となっている（図表６-2）。
　首都圏整備計画においては、業務核都市について、今後、自立性の高い地域の中心として、
各都市の既存集積、立地、交通条件、自然環境等の特徴を活かした個性的で魅力ある都市を目
指して整備を推進することとされている。

（４）近郊緑地保全制度
　計画的に市街地を整備し、あわせて緑地を保全する必要がある区域として指定する近郊整備
地帯において、広域的な見地から緑地を保全することにより、無秩序な市街地化を防止し、大
都市圏の秩序ある発展に寄与することを目的に首都圏近郊緑地保全法（昭和41年法律第101号）
が制定された。
　同法に基づき、近郊整備地帯内の緑地のうち、保全の効果が著しい土地の区域については、
近郊緑地保全区域として指定されている（令和６（2024）年３月末現在で19区域、15,861ha）。
また、近郊緑地保全区域内で、特に保全による効果が著しく、かつ、特に良好な自然の環境を
有する等の土地の区域については、現状凍結的に保全する近郊緑地特別保全地区として指定さ
れている（令和６（2024）年３月末現在で13地区、1,056ha）。

２．国土形成計画
（全国計画の推進）
　国土形成計画は、総合的な国土の形成に関する施策の指針となる「全国計画」と、複数の都
府県にまたがる広域地方計画区域における国土形成のための計画である「広域地方計画」から
構成される二層の計画体系となっている。

図表6-2 業務核都市基本構想が策定された業務核都市の配置

資料：国土交通省

川崎川崎

横浜横浜

千葉千葉

埼玉中枢都市圏埼玉中枢都市圏

東京23区東京23区

土浦・つくば・牛久土浦・つくば・牛久

町田・相模原町田・相模原

厚木厚木

青梅青梅

熊谷・深谷熊谷・深谷

成田・千葉ニュータウン成田・千葉ニュータウン

春日部・越谷春日部・越谷
川越川越

木更津木更津

業務核都市

八王子・立川・多摩八王子・立川・多摩
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　第三次国土形成計画（全国計画）（令和５（2023）年７月閣議決定）では、我が国が直面するリ
スクと構造的な変化を踏まえ、地方に軸足を置いたビジョンとして、目指す国土の姿に「新時
代に地域力をつなぐ国土」を掲げ、地域の魅力を高め、地方への人の流れを創出・拡大するため、
国土構造の基本構想として「シームレスな拠点連結型国土」の構築を目指すこととしている。
　また、首都直下地震等による広域かつ長期にわたる被害を最小限に抑えるため、東京におけ
る防災・減災、国土強靱化の取組を推進することはもとより、平時からの対応を含めて、国土
全体にわたって広域レベルで人口や諸機能が分散的に配置される国土構造の実現を目指すとと
もに、政府機能等の中枢管理機能のバックアップ1）の強化を図ることとしている。
　さらに、国土の刷新に向けた４つの重点テーマとして、「デジタルとリアルが融合した地域
生活圏の形成」、「持続可能な産業への構造転換」、「グリーン国土の創造」、「人口減少下の国土
利用・管理」を掲げるとともに、これを支える横断的な重点テーマとして、「国土基盤の高質化」、
｢地域を支える人材の確保・育成｣ を位置付け、相互に連携しながら相乗効果を発揮できるよ
うに、統合的に取り組むこととしている。

（首都圏広域地方計画の推進）
　首都圏においては、第二次国土形成計画（全国計画）を踏まえ、茨城県、栃木県、群馬県、
埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、福島県、新潟県、長野県、静岡県、政令指定都
市（さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市）、国の出先機関、経済団体等を構成メ
ンバーとする首都圏広域地方計画協議会における協議を経て、平成28（2016）年３月に首都圏広
域地方計画が国土交通大臣により決定された。
　本計画では、首都圏の将来像と、三大課題である①巨大災害の切迫への対応、②国際競争力
の強化、③異次元の高齢化に対応する必要があることや、東京一極集中から対流型首都圏への
転換など、日本の中で首都圏が果たすべき役割が示された。
　また、現在、首都圏広域地方計画協議会において、第三次国土形成計画（全国計画）を基本
とする、新たな首都圏広域地方計画の策定に向けて議論を進めている。令和６（2024）年12月に
公表された中間とりまとめ（素案）では、①世界の中での我が国の地位低下、②都市への集中
と集積に伴う巨大災害のリスク、③エネルギー・食料確保のリスクと生態系への影響、④少子
化の深刻化・人口の地域偏在を、首都圏が直面する４つの危機として捉え、課題解決に向けた
４つの柱として「首都圏の強みを伸ばす」「巨大災害に対応」「“グリーンメトロポリス”の実現」
「多様で“ゆたかな”暮らしの創造」を掲げている。

３．東京一極集中の是正
（１）東京一極集中の状況
　首都圏における人口の社会増減は、昭和50（1975）年以降、平成６（1994）年、平成７（1995）年
に一時マイナスに転じたものの、それ以降はプラスで推移している（第１節１．（１）参照）。
これは、専ら東京圏の社会増加によるものである。首都圏及び東京都における転入超過数は、

1）�このうち政府機能については、例えば政府業務継続計画（首都直下地震対策）に基づき、行政中枢機能の全部又は
一部を維持することが困難となった場合における当該行政中枢機能の一時的な代替に関する事項について更に検討
を深めることとなっている。
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新型感染症前に迫る水準となっている（図表６-３）。

　令和６（2024）年の首都圏の都県別社会増減の内訳を見ると、いずれの都県も社会増となっている。
埼玉県、東京都、神奈川県では、社会増の要因は国内の移動によるところが大きく、それ以外の５
県では、社会増の要因としては国内の移動よりも出入国による移動によるところが大きい（図表６-４）。

　住民基本台帳人口移動報告によると、令和６（2024）年の東京圏の転入超過数は、約13.6万人
（前年比約0.9万人増）となり、令和５（2023）年（約12.7万人）と２年連続で10万人を超えた。
また、世代別の転入超過の状況については、10代後半から20代の若者が大部分を占める傾向が
続いている（図表６-５）。

図表6-3 首都圏における社会増減と転入超過数の推移

注　：�ここでいう「社会増減」は、前年10月～当年９月の１年間に
おける「入国者数－出国者数」に「都道府県間転入者数（外
国人を含む）－都道府県間転出者数（外国人を含む）」を加
算したものをいう。

資料：�総務省「人口推計」の参考表を基に国土交通省国土政策局作成
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図表6-4 首都圏の都県別社会増減の内訳（令和６（2024）年）

注　：�ここでいう「転入超過数」は2023年10月～2024年９月の１年間における「都道府県間転入者数（外国人を含む）－都道府県間転出者数
（外国人を含む）」をいう。マイナスは転出超過数である。

　　　�ここでいう「社会増減」は、2023年10月～2024年９月の１年間における「入国者数－出国者数」に「転入超過数」を加算したものをい
う。

資料：総務省「人口推計」の参考表を基に国土交通省国土政策局作成
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　東京都の転入超過数を月別に見ると、最も転入超過が多い３月については、令和６（2024）年３月
時点で新型感染症前の令和２（2020）年３月を上回っていたが、令和７（2025）年３月は前年を下回っ
た（図表６-６）。各道府県と東京都の転入・転出の状況を見ると、近隣３県のうち埼玉県への転出超
過が継続しているが、千葉県、神奈川県は令和元（2019）年以来の転入超過となった（図表６-７）。

図表6-5 東京圏の年齢５歳階級別転入超過数（令和元（2019）年～令和６（2024）年）
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資料：�総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に国土交通省国土政策局作成

－20,000

10,000

5,000

0

－5,000

－10,000

－15,000

（人）

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

R2（2020）年 R3（2021）年
R4（2022）年 R5（2023）年 R6（2024）年
R1（2019）年

図表6-6 東京都における転入超過数

131

45 32
12
36 34 27 23 15

33 46

402

45

－11

17

－25
－45
－36
－27
－40
－46

－15
－18

278

23

－7 －6
－30－34

－35
－33
－33 －38

5 6
44
7 3

－5

4 8 2

－12 －13

29 39

393

88

32
14 13 14 28 21 7 3

36 45

332

413

126

50
28 27 23 31 12 6

－4

31

398

22

－100

420
380
340
300
260
220
180
140
100
60
20
－20
－60

R2
（2020）

R3
（2021）

R5
（2023）

R7
（2025）（年）

（月）

（百人）

R1
（2019）

4 111098765 12 1 111098765432 12 1 111098765432 1 3212 1 111098765432 12
R6

（2024）

1 111098765432 12
R4

（2022）

1 111098765432 12

首
都
圏
整
備
の
状
況

79

第６節　首都圏整備制度と東京一極集中の是正



　また、第１節で取り上げているように、資本金１億円以上の普通法人の立地状況については、
首都圏が全国の60.7％を占め、特に東京都において全国の49.2％を占めている。さらに、令和
３（2021）年度の首都圏における県内総生産（名目）の全国シェアは39.9％である一方、同年10
月１日時点の首都圏の人口の全国シェアは35.4％であり、人口のシェアよりも県内総生産の
シェアの方が上回っている。
　このように、ヒト、モノ、カネが東京圏、特に東京都に集中する「東京一極集中」の状況は
継続している。

（２）東京一極集中の是正に向けた取組
　第三次国土形成計画（全国計画）では、東京一極集中の是正に向けて、国土全体にわたって
人口や諸機能が分散的に配置される国土構造の構築を目指し、地方への人の流れの創出・拡大
を図るとともに、若者世代や女性に開かれた魅力的な地域づくりを推進することとしている。
「地方への人の流れの創出・拡大」の実現に向けて、地方部と都市部等にそれぞれ暮らしの拠
点を持つ「二地域居住等」を促進するため、令和６（2024）年５月、広域的地域活性化のための
基盤整備に関する法律の一部を改正する法律が公布された。
　東京一極集中の是正にあたっては、様々な取組が行われている。例えば、東京23区内の大学
等の学生の収容定員の抑制（第１節３．（２）参照）や、「地方拠点強化税制」による東京都区
部からの企業の本社機能の移転促進（第１節３．（２）参照）、UIJ ターンにより地方で起業・
就業する若者たちを支援する取組（地方創生起業支援事業・地方創生移住支援事業）等が進め
られている。地方創生移住支援事業を活用し、令和５（2023）年度は、7,782人が東京圏外に移
住しており（図表6-8）、令和６年度からは、大学卒業後に地方移住する学生への就職活動に参
加するための交通費支援として、地方就職学生支援事業を新設し、若者の地方定着の促進を図っ
ている。

　令和６（2024）年に設置された「新しい地方経済・生活環境創生本部」は「地方創生2.0の『基
本的な考え方』」を同年12月に決定した。「地方創生2.0」は、官民が連携して地域の拠点をつ
くり、地域の持つ潜在力を最大限引き出し、ハードだけではないソフトの魅力が新たな人の流

図表6-8 地方創生移住支援事業による移住人数（令和６（2024）年３月末時点）

注　：東京都区部に在住又は通勤する人が、東京圏外等へ移住し、起業や就業等を行う場合が対象。
資料：内閣府「地方創生移住支援事業　交付実績（令和元年度～５年度）」を基に国土交通省国土政策局作成
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れを生み出すとともに、新技術を徹底的に活用し、一極集中を是正し、多極分散型の多様な経
済社会を構築していくものである。「地方創生2.0の『基本的な考え方』」においても、基本構
想の５本柱の一つとして「東京一極集中のリスクに対応した人や企業の地方分散」が掲げられ
ており、分散型国づくりの観点から、企業や大学の地方分散や政府機関等の移転に取り組むと
ともに、地方への移住や企業移転、関係人口の増加など人の流れを創り、東京圏への過度な一
極集中の弊害を是正するとしている。

（３）魅力ある地方の創生
　「地方創生2.0の『基本的な考え方』」の中で、我が国の成長力を維持していくためには、都
市も地方も、楽しく、安心・安全に暮らせる持続可能な社会を創っていく必要があるとし、特
に、人口減少が続く地方を守り、若者・女性にも選ばれる地方（＝楽しい地方）、高齢者も含
め誰もが安心して住み続けられる地方の構築が必要であるとしている。
　地方創生に資する取組が各地で進められているところであるが、Society5.0に代表される革
新的技術も活用し「新時代に地域力をつなぐ」（第三次国土形成計画（全国計画））ことが重要
である。人口減少や高齢化を背景に、移動の利便性向上やデジタルデバイドの解消など様々な
課題が生まれている中で、茨城県笠間市では、市役所から遠隔にある地域、移動困難者をはじ
めとする市民の行政サービスの向上を図るため、令和５（2023）年10月から「動く市役所」を運
行している。動く市役所とは、自宅近くや地域の集会所等にオンライン端末を搭載した車両が
出向き、ビデオ通話で行政への相談や申請支援などを実施するアナログとデジタルが融合した
サービスである。令和６（2024）年９月には、行政だけではなく複数のサービスが同時に地域に
訪れてほしいとの市民からの要請を踏まえ、ATMサービスを搭載する常陽銀行の「移動相談
車」を配置し、「動く市役所」と合わせて複数サービスを同時に提供する運行実験を実施した（図
表６-9）。

本庁

A地区
公民館前

移動する
オンライン窓口サービス

オンライン
窓口サービス

B地区
集会所前

本庁まで行かずに近くに
来た車両の中で申請・
相談を行うことができ、移
動の負荷が軽減される

利用者側 役所

税に関する申請・
相談をしたいです

担当の職員に
つなぎます

オンライン窓口

利用者

車両内では…

職員の顔を見なが
ら申請・相談を行う
ことができて安心に
つながる

図表6-9 「動く市役所」×「常陽銀行 移動相談車」

資料：笠間市提供
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（４）筑波研究学園都市の整備
（筑波研究学園都市の現状）
　筑波研究学園都市は、我が国における高水準の試験研究・教育の拠点形成と首都圏の既成市
街地における人口の過度な集中の緩和を目的として、筑波研究学園都市建設法（昭和45年法律
第73号）に基づき整備が進められてきた。同法に基づく研究学園地区建設計画と周辺開発地区
整備計画には、今後の筑波研究学園都市が目指すべき都市整備の基本目標として、①科学技術
中枢拠点都市、②広域自立都市圏中核都市、③エコ・ライフ・モデル都市が掲げられ、これを
実現するための総合的な施策展開の方向が示されている。
　研究学園地区に移転・新設した国等の試験研究教育機関等として、令和６（2024）年度末現在
29機関が業務を行っている。また、周辺開発地区の研究開発型工業団地を中心に多数の民間研
究所や研究開発型企業が立地している。
　さらに、TX（つくばエクスプレス）沿線地域では、鉄道の整備に併せてまちづくりが進め
られ、商業、業務、住宅系施設の集積が進んでいる。さらに、圏央道の４車線化や、東関東自
動車道の全線開通（第３節１．（１）参照）等に向けた取組が進められている。

（先端的研究開発）
　科学技術の集積効果を最大限に活用し、イノベーションを絶え間なく創出する産学官の連携
拠点を形成し、そこから生まれる新事業・新産業で国際標準を獲得すること、あるいは国際的
モデルの提示により、我が国の経済成長を牽引し、世界的な課題の解決に貢献していくことを
目的として、平成23（2011）年12月に「つくば国際戦略総合特区」が指定された。令和５（2023）
年度末時点で９つの研究開発プロジェクトが進められている。
　また、つくば市は、規制改革とともに先端的な技術とサービスを社会実装することで、人々
に新たな選択肢を示し、多様な幸せをもたらす大学・国研連携型スーパーシティの実現を目指
しており、令和３（2021）年度に「つくばスーパーサイエンスシティ構想」2）をとりまとめ、令
和４（2022）年４月に「スーパーシティ型国家戦略特別区域」として指定された。

（５）国の行政機関等の移転
（多極分散型国土形成促進法に基づく国の行政機関等の移転）
　東京都区部における人口及び行政、経済、文化等に関する機能の過度な集中の是正に資する
ことを目的として、「国の機関等の移転について」（昭和63（1988）年１月閣議決定）及びこれに
基づく「国の行政機関等の移転について」（昭和63（1988）年７月閣議決定）に基づき、国の行
政機関の官署（地方支分部局等）及び特殊法人の主たる事務所の東京都区部からの円滑な移転
が推進されている。
　閣議決定で移転対象とされた79機関11部隊等（廃止等により令和５（2023）年度末現在は69機
関11部隊等）のうち、67機関11部隊等が移転した（図表６-10）。

2）詳細はつくば市HP　https://www.city.tsukuba.lg.jp/shisei/torikumi/1013732.html
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（政府関係機関の地方移転について）
　「政府関係機関移転基本方針」（平成28（2016）年３月まち・ひと・しごと創生本部決定）及び
「政府関係機関の地方移転にかかる今後の取組について」（平成28（2016）年９月まち・ひと・
しごと創生本部決定）に基づき、中央省庁７機関、研究・研修機関等23機関の計57件に関して
地方移転の取組を進めている。文化庁の京都への全面的な移転や、消費者庁の徳島における恒
常的拠点の設置等のほか、研究・研修機関においても地域イノベーションの創出等を通じて地
方創生上の効果が現れはじめている。
　これらの取組の結果を踏まえ、令和５（2023）年度に地方創生上の効果、国の機関としての機
能の発揮等について総括的な評価を行った。今後は同評価結果及びデジタル技術の普及をはじ
めとした昨今の社会的な変化を踏まえ、必要な対応を行うこととしている。

図表6-10 国の行政機関等の移転実績マップ（多極分散型国土形成促進法に基づく）

資料：国土交通省

国の行政機関等の移転先マップ

〔その他の機関〕

△６　国際協力事業団関東支部（新宿区）
○11　陸上自衛隊第32普通科連隊（新宿区）
○10　税務大学校若松町校舎（新宿区）
○13　国立公衆衛生院（港区）

△５　新技術事業団（千代田区）

○７　金属材料技術研究所（目黒区）
△14　宇宙開発事業団（港区）
○９　陸上自衛隊武器補給処十条支処の一部
　　　（北区）

○元　税関研修所（新宿区）
○８　運輸研修所（豊島区）
○10　科学警察研究所（千代田区）
△14　日本原子力研究所（千代田区）

○７　東日本貯金事務計算センター（台東区）

○５　社会保険大学校（世田谷区）

△８　新東京国際空港公団（中央区）

○９　法務総合研究所（千代田区）

△11　アジア経済研究所（新宿区）

茨城県那珂郡東
海村

○７　醸造試験所（北区）広島県東広島市

△８　本州四国連絡橋公団（港区）兵庫県神戸市

さいたま新都心地区

さいたま市

川口市 柏市

白井市

印西市

浦安市浦安市
千葉市

成田市

清瀬市清瀬市
国分寺市国分寺市

立川市
府中市府中市

川崎市

横浜市

相模原市

小田原市小田原市

○４　印刷局研究所（北区）

つくば市

朝霞地区朝霞地区
和光市和光市

霞ヶ浦地区霞ヶ浦地区

（令和６（2024）年６月現在）

［凡例］
○：移転済の機関（国の機関等）
△：移転済の機関（特殊法人等）
●：未移転の機関（国の機関等）
▲：未移転の機関（特殊法人等）
記号の後ろの数字は移転時期（年度）
（　）は、移転前の場所

は業務核都市

○15　情報通信政策研究所（目黒区）

○４　産業安全研究所（港区）

○６　陸上自衛隊東部方面音楽隊等９部隊
　　　（新宿区・北区等）

○元　宇宙科学研究所（目黒区）
○５　外務省研修所（文京区）
△15　国民生活センター（港区）

東京都23区

八王子市

▲　独立行政法人大学入試センター（目黒区）

〔移転計画を策定してない機関〕

○21　農林水産研修所食料消費技術研修館
　　　（江東区）

▲　独立行政法人製品評価技術基盤機構（渋谷区）

○12　東京外国語大学（北区）
○13　警察大学校（中野区）
○13　東京外国語大学付属アジア･アフリ

カ言語文化研究所（北区）

○７　国立王子病院（北区）
○14　自治大学校（港区）
△16　独立行政法人国立国語研究所（北区）
△19　大学共同利用機関法人人間文化研究

機構国文学研究資料館（品川区）
△20　大学共同利用機関情報・システム研

究機構国立極地研究所（板橋区）
△21　大学共同利用機関情報・システム研

究機構統計数理研究所（港区）

△９　労働福祉事業団（千代田区）
△15　公害健康被害補償予防協会（港区）
△15　新エネルギー・産業技術総合開発機

構（豊島区）
△15　独立行政法人緑資源機構（千代田区）
△15　独立行政法人石油天然ガス・金属鉱

物資源機構（港区）
○29　国立医薬品食品衛生研究所（世田谷

区）

○５　中央水産研究所（中央区）
○５　関東運輸局（千代田区）
○５　航海訓練所（千代田区）
△11　雇用促進事業団（北区）
△14　運輸施設整備事業団（千代田区）
△14　日本鉄道建設公団（千代田区）
△14　都市基盤整備公団（千代田区）
△16　日本育英会（新宿区）
△26　独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構（千代田区）

○12年　　関東管区警察局、関東管区行政監察局、東京防衛施設局、
２～５月　東京矯正管区、関東地方更生保護委員会、関東財務局、

関東信越国税局、関東信越国税不服審判所、関東信越地
方医務局、関東農政局、東京肥飼料検査所、東京農林水
産消費技術センター、関東通商産業局、関東郵政監察局、
関東郵政局、東京貯金事務センター、関東地方建設局（以
上、千代田区、港区、目黒区等）

△14　　　水資源開発公団（港区）

［注］
　機関の名称及び移転先は、移転時のものである。
　なお、移転後において、組織改変により、名称
変更等されたものがある。

△10　動力炉・核燃料開発事業団
（港区）
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Column 2東京圏における「なりわい」と「住まい」
　東京都及び東京圏への転入超過は、新型感染症の流行期間中において一時的に減少傾向
となったものの、新型感染症が収束し社会経済活動が正常化するにつれて、再び増加傾向
となっている。本稿では、東京都及び東京圏における人の流れを概括するとともに、近年
の東京都及び東京圏における「なりわい」に関して就業者の状況を、そして「住まい」に
関して住宅価格の状況をそれぞれ紹介する。

（新型感染症前の水準に迫る東京都への転入超過と減少傾向にある日本人
の東京都からの転出数）
　はじめに、過去６年間の東京都の転入超過数の推移を確認すると、新型感染症の流行前
にあたる令和元（2019）年には約8.3万人であったが、令和３（2021）年に約0.5万人まで急減
したのち、令和４（2022）年は約3.8万人、令和５（2023）年は約6.8万人と２年連続で増加し、
令和６（2024）年は約7.9万人と、新型感染症前に迫る水準になった（図表 コラム2-1）。

　これを、男女別に、転入及び転出に分けて見ると、転入者数及び転出者数は、いずれも
男性が多いものの、転入超過は女性が多い傾向にあることが分かる。（図表 コラム2-2）。
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図表 コラム2-1 東京都の転入超過数の推移

注　：�括弧内はR1を100％としたときの各年の転入超過数の割合
資料：�総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に国土交通省国土政策局作成

図表 コラム2-2 東京都の転入者数・転出者数・転入超過数の推移（男女別）

注　：マイナスは転出超過数を示す。
資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に国土交通省国土政策局作成
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　続いて、東京都の転入超過数を年代別に分けて推移を見てみると、15～19歳及び20歳代
では、新型感染症流行期間中を含めて転入超過が続く傾向となっており、特に20歳代につい
ては、令和５（2023）年に続き令和６（2024）年においても、新型感染症前を上回る水準での転
入超過となっている。また、新型感染症流行期間中の令和３（2021）年において大幅な転出超
過となっていた15歳未満及び30歳代～60歳以上については、令和４（2022）年以降、転出超
過幅が縮小する傾向が続いている（図表 コラム2-3）。30歳代以降について転入数及び転出
数それぞれの推移を見ると、転入数は、令和３（2021）年にかけて大きく減少し、同年を底と
して、その後増加傾向に転じており、令和６（2024）年は新型感染症前の水準を約１万人下回っ
ている。一方、転出数は、令和３（2021）年にかけて大きく増加した後、同年を頂点として、
減少傾向に転じ、令和６（2024）年時点では新型感染症前の水準とほぼ同水準となっている。
また、20歳代の転入数及び転出数それぞれの推移を見ると、転入数については、令和３（2021）
年にかけて大きく減少したことは30歳代以上と変わらないが、同年を底として、その後、増
加に転じ、令和６（2024）年は、新型感染症前の水準を約１万人上回っている。一方、転出数
は、30歳代と同じく、令和３（2021）年にかけて大きく増えた後、同年を頂点として減少に転じ、
令和６（2024）年時点では新型感染症前の水準とほぼ同水準となっている（図表 コラム2-4）。

　これを男女別に見ると、転入数が転出数を上回る20歳代では、令和元（2019）年から令和
２（2020）年では、女性の方が転入超過が多い傾向が見られたが、近年は男女別で転入超過
に大きな差は見られない。一方で、転出数が転入数を上回る30歳代以降では、男性に比較
して女性の転出数が少なく、結果として、女性の転出超過が少ない傾向にあることが分か
る（図表 コラム2-5）。

図表 コラム2-3 年代別の東京都の転入超過数

資料：�総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に国土交通省国土政策局作成

� （単位：人）
R1（2019）
［イ］ R2（2020） R3（2021） R4（2022） R5（2023） R6（2024）

［ロ］ 差［ロ-イ］

15歳未満 ▲ 3,582 ▲ 8,356 ▲ 13,029 ▲ 11,394 ▲ 6,983 ▲ 3,982 ▲ 400
15-19歳 14,369 11,225 14,182 13,795 14,566 14,286 ▲ 83
20歳代 78,667 62,630 57,635 76,388 88,635 88,776 10,109
30歳代 3,797 ▲ 10,855 ▲ 21,554 ▲ 12,813 ▲ 3,564 ▲ 811 ▲ 4,608
40歳代 1,047 ▲ 6,172 ▲ 10,642 ▲ 8,203 ▲ 5,287 ▲ 2,330 ▲ 3,377
50歳代 ▲ 2,029 ▲ 5,165 ▲ 8,001 ▲ 6,796 ▲ 6,890 ▲ 4,842 ▲ 2,813

60歳以上 ▲ 9,286 ▲ 12,181 ▲ 13,157 ▲ 12,956 ▲ 12,192 ▲ 11,815 ▲ 2,529

図表 コラム2-4 20歳代及び30歳代以降の東京都への転入数及び東京都からの転出数の推移

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に国土交通省国土政策局作成
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　地方から東京圏への移動者の移動理由（図表 コラム2-6）を見ると、「進学や就職した
い先があった/選択肢が多かった」が男女ともに最も多かった一方で、「娯楽や生活インフ
ラが充実している」といった生活環境、「他人の干渉が少ない」、「多様な価値観が受け入
れられる」といった価値観等に関する理由も多くなっている。そして、これらの生活環境
や価値観等に関する理由を挙げたのは、男性よりも女性が多いことが分かる。進学や学卒
での就職を終えた30歳代以降の世代にとっては、進学や就職に関する重要度は相対的に低
くなっても、生活環境の充実、他人の干渉が少ないこと及び多様な価値観が受け入れられ
ることの重要度は引き続き高いものと考えられ、これが30歳代以降の東京からの転出超過
数が、男性より女性が少ない背景にあるものと考えられる。
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図表 コラム2-5 20歳代及び30歳代以降の東京都への転入数及び東京都からの転出数の推移（男女別）

注　：マイナスは転出超過数を示す。 
資料：�総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に国土交通省国土政策局作成
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　さらに、東京都への転入数及び東京都からの転出数について、その大多数を占め、また
長期間での比較ができる日本人の推移を見てみると、転入数については、昭和55（1980）年
に約50万人であったものが、令和６（2024）年には約40万人、同じく転出数については、昭
和55（1980）年に約60万人であったものが、令和６（2024）年には約30万人となっており、い
ずれも長期的には減少傾向にある。また、東京圏への転入及び東京圏からの転出について
も同様に、いずれも長期的には減少傾向となっている（図表 コラム2-7）。

　当該推移について、詳細に分析するため、年齢構成別の転入数及び転出数と年齢構成別
の人口数を対比しながら見てみよう。図表 コラム2-8は、昭和55（1980）年以降の東京都及
び東京圏の転入総数及び平成22（2010）年以降については年齢構成別の同数値と、当該転入
が発生する５年前（令和６（2024）年については４年前）の東京都及び東京圏への転入元と
なる東京都及び東京圏以外の年齢構成別の人口数を示している。これを見ると、東京都及
び東京圏への転入総数は昭和55（1980）年から平成22（2010）年にかけて長期的に減少傾向で
あるものの、平成22（2010）年以降は減少が緩やかとなっている。また、最も転入数が多い
20歳代について、2000年代以降人口は減少しているものの、東京都及び東京圏への転入数
は平成22（2010）年以降で増加傾向にあることが分かる。東京都及び東京圏への転入数を、
転入元となる東京都及び東京圏以外の人口で割ったものを東京都及び東京圏への転入率と

図表 コラム2-7 東京都及び東京圏への転入数並びに東京都及び東京圏からの転出数の長期推移

注　：�日本人移動者が対象
資料：�総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に国土交通省国土政策局作成
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図表 コラム2-6 地方から東京圏への移動者の移動理由（男女別）
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政策局作成

0

80

60

40

20

その他

（％）

男性_地方→東京圏（n＝87）
女性_地方→東京圏（n＝67）

進学や就職
したい先が
あった／
選択肢が
多かった

他人の干渉が
少ない

年齢による
区別が
あまりない

性別による
役割意識の
押し付けが
ない

娯楽や生活
インフラが
充実している

多様な
価値観が
受け入れ
られる

70.1

23.9

1.5 4.5

25.4

13.4
6.0

79.3

12.6
2.3 5.7

13.8
5.7 6.9

首
都
圏
整
備
の
状
況

87

第６節　首都圏整備制度と東京一極集中の是正



すると、全年齢合計での転入率は、昭和55（1980）年から平成22（2010）年にかけて一貫して
低下したものの、その後下げ止まり、令和６（2024）年にかけて安定的に推移している。年
齢構成別で転入率を見ると、平成22（2010）年以降、20歳代の転入率が上昇しており、これ
が、平成22（2010）年以降の東京都及び東京圏への転入数が安定している背景と考えられる。
　また、図表 コラム2-9は、昭和55（1980）年から直近の令和６（2024）年までの、５年ごと
の東京都及び東京圏からの転出総数及び平成22（2010）年以降の年齢構成別の同数値と、当
該転出が発生する５年前（令和６（2024）年については４年前）の東京都及び東京圏の年齢
別人口数を示している。これを見ると、転出総数は昭和55（1980）年から平成22（2010）年に
かけて減り続けており、その背景として、東京都及び東京圏からの転出数が多い20歳代、
30歳代の人口が減少していることが見て取れる。東京都及び東京圏からの転出数を、転出
元となる東京都及び東京圏の人口で割ったものを東京都及び東京圏からの転出率とする
と、転出率は一貫して下落傾向にあることが分かり、転出の多い20歳代、30歳代の人口減
少が影響していることが推察される。また、平成22（2010）年以降の年齢構成別で転出率を
見ると、15～19歳及び20歳代の若い世代において新型感染症流行期間中の令和２（2020）年
に転出率が上昇したことを除き、ほぼすべての世代で令和２（2020）年から令和６（2024）年
にかけて転出率がわずかに下落傾向にあることが見て取れる（図表 コラム2-8、2-9）。

図表 コラム2-8 年齢構成別東京都及び東京圏への転入数及び人口推移
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　東京都及び東京圏からの転出が減っている背景として、東京圏出生者について、1960～
70年代生まれと比べ、2000年代以降の生まれでは、両親ともに又は両親のうち一人が東京
圏出生である人、すなわち親子２代にわたる東京圏生まれの人の割合が増えているとの分
析も存在する（図表 コラム2-10）。本人と親がいずれも東京圏生まれであり非東京圏と馴
染みが薄い場合は、Ｉターンなどの形で非東京圏にいきなり居住することはハードルが高
いと考えられることから、二地域居住等の促進などを通じ、まずは「関係人口」として非
東京圏との関わりを深めるような取組を進めていくことが人の流れを生み出していく上で
有効であろう。

図表 コラム2-9 年齢構成別東京都及び東京圏からの転出数及び人口推移

注１：日本人移動者が対象
注２：転入率、転出率は住民基本台帳人口移動報告における移動数を国勢調査における人口で除して算出
注３：2015年及び2020年の年齢構成別人口は不詳補完結果による
資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」、総務省「国勢調査」を基に国土交通省国土政策局作成
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（就業者数の産業別及び地域別分布）
　前節での分析のとおり、年齢別で見ると、東京都及び東京圏への転入超過が多いのは、
15～19歳及び20歳代である。また、20歳代については、東京都及び東京圏への転入率が平
成22（2010）年以降上昇していることも見て取れた。そこで、これらの若い年代について１
歳刻みでの転入超過数の推移を見ると、多くの大学卒業者が就職するタイミングに当たる
22歳における転入超過数が最も多くなっている（図表 コラム2-11）。これに対応するよう
に、東京圏への転入者に対し、地元に残らず移住することを選択した背景を聞いたアンケー
ト調査では、「希望する職種の仕事が見つからないこと」、「賃金等の待遇が良い仕事が見
つからないこと」など、仕事に関する理由を答えた割合が、男女ともに多かった（図
表 コラム2-12）。

図表 コラム2-11 15～29歳における年齢別でみた東京都及び東京圏への転入超過数の推移

注　：日本人及び外国人移動者が対象
資料：�総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に国土交通省国土政策局作成

� （単位：人）
転入超過数
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［ロ］

R6
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［ハ］

差
［ハ-イ］

差
［ハ-ロ］

15歳 596 360 239 260 367 923 327 556

16歳 174 131 13 6 269 419 245 150

17歳 165 100 89 155 162 391 226 229

18歳 10,316 8,095 10,272 10,138 10,321 9,589 ▲ 727 ▲ 732

19歳 3,118 2,539 3,569 3,236 3,447 2,964 ▲ 154 ▲ 483

20歳 10,289 8,211 8,161 8,933 8,900 8,612 ▲ 1,677 ▲ 288

21歳 5,478 4,119 4,184 5,105 5,874 5,394 ▲ 84 ▲ 480

22歳 23,622 22,988 21,991 23,422 25,704 27,264 3,642 1,560

23歳 9,172 8,376 8,204 10,471 11,613 11,548 2,376 ▲ 65

24歳 8,636 6,645 6,975 9,222 11,353 11,252 2,616 ▲ 101

25歳 6,697 5,299 4,406 7,620 8,511 8,600 1,903 89

26歳 5,281 3,396 2,864 5,233 6,484 5,961 680 ▲ 523

27歳 4,237 2,449 1,570 3,741 4,847 4,808 571 ▲ 39

28歳 3,046 910 55 1,889 3,223 3,418 372 195

29歳 2,209 237 ▲ 775 752 2,126 1,919 ▲ 290 ▲ 207

東京都
� （単位：人）

転入超過数

R1
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［イ］
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R4
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［ロ］
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［ハ］

差
［ハ-イ］

差
［ハ-ロ］

15歳 830 576 384 304 496 635 ▲ 195 139

16歳 304 158 116 126 227 249 ▲ 55 22

17歳 374 209 239 224 244 267 ▲ 107 23

18歳 19,340 15,964 18,162 17,147 17,358 16,322 ▲ 3,018 ▲ 1,036

19歳 3,637 3,279 4,841 3,893 3,324 3,354 ▲ 283 30

20歳 16,627 14,237 13,704 12,741 12,923 13,133 ▲ 3,494 210

21歳 8,679 7,275 7,038 6,996 7,725 8,063 ▲ 616 338

22歳 32,589 32,123 30,588 30,998 34,321 37,436 4,847 3,115
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25歳 8,356 7,215 6,033 8,462 10,164 10,684 2,328 520
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29歳 3,562 1,913 1,461 2,341 3,883 3,454 ▲ 108 ▲ 429

東京圏

図表 コラム2-10 年齢別でみた東京圏出生者の両親の出生地分布

資料：�国立社会保障・人口問題研究所「人口問題研究第76巻第１号（2020年３月刊）「第８回人口移動調査の結果から（その３）東京
圏一極集中は継続するか？―出生地分布変化からの検証―（小池司朗・清水昌人著）」」を基に国土交通省国土政策局作成
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　そこで、東京都及び東京圏における「なりわい」について見るため、平成22（2010）年か
ら令和２（2020）年の間の就業者数の変化について、就業者の居住している地域別・年齢構
成別で見てみると、この間、20歳代の就業者数は、東京都、近隣３県及び大阪圏で増えて
いる一方、名古屋圏及びその他の地域で減っていることが見て取れる1）（図表 コラム
2-13）。

　続いて、雇い主側である事業者の情報から東京都をはじめとした地域別での従業者の状
況を見るため、平成24（2012）年から令和３（2021）年の間の従業者数（民間事業者のみ）の
増減を見ると、この間、従業者数は全国で211.3万人増えているところ、その半数弱であ
る93.7万人は東京都で増えていることが分かる。これをさらに産業分類別にすると、東京
都では、情報通信業（情報サービス業等）、学術研究，専門・技術サービス業、医療，福
祉業、その他の産業（サービス業等）など幅広い産業で従業者数が増えている一方で、東

図表 コラム2-13 平成22（2010）年から令和２（2020）年までの地域別・年齢構成別でみた就業者数の
増減

注　：�「2020年の年齢構成別就業者数は不詳補完結果による
資料：�総務省「国勢調査」を基に国土交通省国土政策局作成
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図表 コラム2-12 東京圏転入者が移住することを選択した背景となった地元の事情

注　：�15歳になるまでの間で最も長く過ごした地域が東京圏外である東京圏在住者が対象
資料：�国土交通省「企業等の東京一極集中に係る基本調査（市民向け国際アンケート）」（2020.11速報）を基に国土交通省国土政策局

作成
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1）�本文中の「大阪圏」「名古屋圏」は、「住民基本台帳人口移動報告」（総務省）の定義と同じ。具体的には次の
区域を示す。

　 大阪圏：大阪府、奈良県、兵庫県、京都府　　名古屋圏：愛知県、岐阜県、三重県
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京都以外の地域では、医療，福祉業で大きく従業者が増えているものの、他の産業ではほ
とんど従業者は増えていない。また、全地域で、鉱工業・建設業・電気業等の従業者数が
減っている（図表 コラム2-14）。

　続いて、これらの産業について、従業者規模別の民営事業所数の割合を地域別で比較す
ると、全産業合計及び多くの産業で、従業者規模の構成比に地域別で大きな違いは見られ
ない中、情報通信業（情報サービス業等）及び学術研究，専門・技術サービス業において
は、東京都で、従業者数が50-99人又は100人以上である、比較的大規模な事業所の割合が
高い傾向が見て取れる（図表 コラム2-15）。情報通信業の中でも、通信業・放送業等では
なく、ICT関連企業が多く含まれる情報サービス業等において、東京都で大規模事業所の
割合が多いことは、注目に値するだろう。情報サービス業等や学術研究，専門・技術サー
ビス業などの知識集約型サービス業は、集積のメリットを求めて人口が最も多い都市（首
位都市）に集まりやすい傾向があることが指摘されている2）。これら産業が近年急成長し
ていることを背景として、東京都におけるこれらの産業の従業者が増加した可能性が考え
られる。

図表 コラム2-14 地域別・産業別でみた従業者数の増減（平成24（2012）年～令和３（2021）年）

資料：総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」を基に国土交通省国土政策局作成
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2）�西崎（2015）は、「（知識集約型サービス業の集中度を従業者総数の集中度との対比でみると）金融保険業、
情報通信業、学術研究・専門技術サービス業のいずれについても、どの国でも例外なく従業者総数の集中度
を上回っており、知識集約型サービス業は集積のメリットを求めて首位都市に集まりやすいことがわかる。」
と指摘している。（西崎文平、【特集　地方と東京の創生に向けて―これからの「まち・ひと・しごと」を考
える】東京一極集中と経済成長、JRIレビュー Vol. 6、No. 25、株式会社日本総合研究所、2015）
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　さらに、テレワークの実施率について、産業及び地域別の状況を見てみると、産業別で
は、情報通信業や学術研究，専門・技術サービス業において実施率が高く、令和５（2023）
年との比較でも、さらに実施率は高くなっていることが分かる。また、地域別で見ると、
東京圏におけるテレワーク実施率が高くなっている（図表 コラム2-16）。

図表 コラム2-15 産業別及び地域別でみた従業者規模別民営事業所数の割合

資料：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査」を基に国土交通省国土政策局作成
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　雇い主側である事業者の情報から、情報通信業（情報サービス業等）や学術研究，専門・
技術サービス業の従業者が東京都において増えていること、同産業では東京都において大
規模事業所が多いこと、また、多様な働き方の一つであるテレワーク実施率がこれらの産
業及び東京圏で高いことが示されたのは、先の東京圏への転入者に対するアンケート結果
において、地元を離れた理由として「希望する職種の仕事が見つからないこと」、「賃金等
の待遇が良い仕事が見つからないこと」と答えた割合が大きかったことと対応している可
能性がある。

（東京圏の住宅供給及び価格の状況）
　最後に、東京圏における「住まい」について、住宅供給の状況を見てみよう。昨今、東
京圏では、住宅価格については様々な理由により大幅な上昇を見せている。東京圏・東京
都区部における分譲マンションの平均価格の推移を見ると、令和５（2023）年における東京
圏の平均価格は前年より大幅に上昇し8,101万円と過去最高値を更新した。また、東京都
区部の平均価格は前年から39.4％上昇し１億1,483万円となり、初めて１億円を上回り、令
和６（2024）年においても１億1,181万円と同水準になるなど、住宅価格が高止まりしてい
る状況となっている（図表 コラム2-17）。加えて、東京都区部のマンション平均価格と平
均住戸面積の推移を見てみると、2000年代や2010年代と比べて、2020年代は、平均価格が
上昇するとともに、平均居住面積も小さくなっていることが見て取れる（図表 コラム
2-18）。マンション購入に対する意識調査では、「購入を諦めるほど高い」又は「購入をた
めらうほど高い」と回答した人が約７割となり、東京都区部を対象とすると約８割を占め
ている（図表 コラム2-19）。

図表 コラム2-16 産業別及び地域別テレワーク実施率

注１：�正社員ベース
注２：�サンプル数は性別・年代、職種の補正のためのウェ

イトバック後の数値。四捨五入処理の関係で、合計
数値が異なる場合がある。

資料：�株式会社パーソル総合研究所「第九回・テレワーク
に関する調査」を基に国土交通省国土政策局作成
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建設業 1,689 18.5 17.5 1.0
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情報通信業 2,045 56.2 55.3 0.9

運輸業、郵便業 1,753 9.5 9.0 0.5

卸売業、小売業 2,651 14.1 15.9 ▲ 1.8

金融業、保険業 1,581 23.5 24.3 ▲ 0.8

不動産業、物品賃貸業 613 25.3 24.2 1.1

学術研究、専門・技術サービス業 330 36.9 28.6 8.3

宿泊業、飲食サービス業 538 11.0 10.6 0.4

生活関連サービス業、娯楽業 499 11.8 13.1 ▲ 1.3

教育、学習支援業 509 22.8 19.8 3.0

医療、介護、福祉 2,216 7.2 7.7 ▲ 0.5

その他のサービス業 2,069 21.9 23.4 ▲ 1.5

上記以外の業種 1,302 32.6 30.9 1.7

産業別

サンプル数（件）
（R6）

実施率（％）

R6（2024）
７月［イ］

R5（2023）
７月［ロ］

差
［イ-ロ］

北海道・東北 2,336 14.4 13.2 1.2

関東 10,888 31.6 31.9 ▲ 0.3

東海・北陸・甲信越 4,362 14.5 13.8 0.7

近畿 4,329 20.5 19.4 1.1

中国・四国・九州 3,499 12.5 11.6 0.9

東京圏 9,753 33.4 33.7 ▲ 0.3

名古屋圏 2,474 16.0 16.2 ▲ 0.2

大阪圏 3,948 21.1 20.0 1.1
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　住宅価格が高騰している原因は複数考えられ、建築費や労務費等の建設コストの高騰
や、新築分譲マンションの供給数が年々減少している（図表 コラム2-20）といった供給
面の要因が指摘されているが、これに加えて需要面の要因もあると考えられる。

資料：�株式会社長谷工総合研究所「CRI」を基に国土交通省国土政策局
作成
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図表 コラム2-18 東京都区部のマンション平均価格
と平均住戸面積の推移

図表 コラム2-17 東京圏・東京都区部のマンション価格の推移

注　：�東京圏における新築分譲マンションが対象
資料：�株式会社不動産経済研究所資料（https://www.fudousankeizai.co.jp/mansion）を基に国土交通省国土政策局作成
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図表 コラム2-19
マンション購入に対する
意識調査（令和７（2025）
年１月調査）

注１：�Webサイト「住まいサーフィン」の登録会員31万人
のうち、直近３か月間に新築マンションの販売セン
ターに行った経験がある人が対象

注２：�四捨五入の関係で、合計が100にならない場合がある。
資料：�スタイルアクト株式会社「第68回マンション購入に

対する意識調査」を基に国土交通省国土政策局作成
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　東京都の住宅価格の高騰が顕著となり始めた2010年代中後半以降は、共働き世帯が増加
した時期に当たる（図表 コラム2-21）。この間、東京都区部では子育て世代に当たる妻が
30歳代、40歳代の世帯で、共働き世帯率が全国平均を上回って増加した（図表 コラム
2-22）。また、この間、共働き子育て世帯の世帯所得分布をみると、世帯年収が1,000万円
を超える世帯の数が増加しており、東京都、特に東京都区部では、その動きが一層顕著と
なっている（図表 コラム2-23）。共働き子育て世帯は、住宅を選ぶポイントとして「家の
広さ、間取り」、「治安の良さ」といった住環境面に加えて、「駅からの近さ」、「通勤距離」
といった通勤時間を考慮する割合も高く、東京都での子育て世代の共働き世帯率の増加も
相まって、通勤時間を短縮できる東京都区部などの住宅に対する需要が高まっていること
も背景にあるものと考えられる（図表 コラム2-24）。

図表 コラム2-20 建築費及び労務費の推移、マンション供給数の推移
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資料：�総務省「就業構造基本調査」を基に国土交通省国土政策
局作成
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図表 コラム2-21 共働き世帯率の推移
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から、経年での比較には注意されたい。
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　一方で、東京都区部の２人以上の勤労者世帯の年収（経常収入）の推移を見ると、2023
年以降上昇しているが、この間の東京都区部の分譲マンション価格の上昇には追いついて
おらず、分譲マンション価格を年収で割った年収比率は上昇傾向にあり、令和６（2024）年
では約12倍と高い水準になっている（図表 コラム2-25）。

図表 コラム2-24 共働き子育て世帯が住宅を選ぶ際に重視しているポイント

注　：�回答は複数回答を含む
資料：�LIFULL HOME’S「「共働き子育て世帯

を対象とした理想の住宅立地」につい
ての調査結果」を基に国土交通省国土
政策局作成
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図表 コラム2-23 共働き子育て世帯の世帯所得分布
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　ここで、具体的なイメージを持てるよう、東京都区部の勤労者が、東京都区部のマンションを
買う場合のシミュレーションを行った（図表 コラム2-26）。まずフラット35を利用した固定金利
で、通常の最も長い返済期間である35年ローンを組む場合を考える。フラット35での最大借入
金額は8,000万円であるため、借入金額をその範囲内に収めるために頭金として約3,200万円が必
要となる。元利均等で支払うとすると、ローン期間を35年に収めるためには、年収の約１/３
（34％）にあたる約320万円を毎年の返済に充てる必要がある。この金額は、ボーナス分で年間
100万円返済する場合は、毎月の返済額は約18万円となる。次に、頭金なしで、変動金利でロー
ンを組む場合を考える。この場合も、固定金利の場合と同じく、年収の約１/３（34％）にあた
る約320万円を毎年の返済に充てる場合、金利が変わらなければ、39年で完済する形となる。
　シミュレーションの結果をまとめると、固定金利の場合は3,000万円以上の頭金が必要で、年
収の１/３以上の返済が必要となる。また、頭金を用意しない場合は、変動金利となるが、同じ
く年収の１/３以上の返済をした上で、借入時と金利が変わらなくとも39年の返済期間となる。
このように、現在、東京都区部の２人以上勤労者世帯が東京都区部でマンションを取得する場
合は、多額の頭金を準備するか、変動金利で40年近いローンを組む必要があることが分かる。

図表 コラム2-25 世帯年収・マンション価格と年収比率
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注１：�平均世帯収入は、総務省「家計調査」における、東京都区部の二人以上の勤労者世帯の経常収入（令和６（2024）年平均）を12倍
して計算

注２：�年収比率は、株式会社不動産経済研究所資料におけるマンション平均価格を総務省「家計調査」における平均年収にて除して算出
資料：総務省「家計調査」、株式会社不動産経済研究所資料を基に国土交通省国土政策局作成

図表 コラム2-26 東京都区部のマンションを買う場合のシミュレーション

注１：�平均世帯収入は、「家計調査」（総務省）における、東京都区部の二人以上の勤労者世帯の経常収入（令和６（2024）年平均）を12
倍して計算。分譲マンション平均価格は、株式会社不動産経済研究所資料より。

注２：フラット35での上限の借入金（8,000万円）となる頭金
注３：年収の約１/３（34％）を返済額に設定
注４：�変動金利のシミュレーションにおける返済期間及び借入残金は、金利借り入れ時の0.515％から変わらない場合
注５：�固定金利35年ローンの金利（1.94％）は、新機構団信付きの【フラット35】等の借入金利水準（2025年３月）における、融資率

９割以下の取扱金融機関が提供する最も多い金利。変動金利（0.515％）は、「（一財）住宅金融普及協会」の住宅ローンの金利
情報（2025年２月10日最終更新）における、みずほ銀行、三菱UFJ銀行、三井住友銀行が東京都で提供する変動金利（優遇金利
（借入時に負担がないもの））の平均値

【固定金利の場合（35年ローン）】
頭金（注2）： 3,181万円
年間返済額（注3）： 319万円
返済期間： 35年
金利（注5）： 1.94％

東京都区部の平均世帯収入（注1）： 937.1万円
東京都区部の分譲マンション平均価格（注1）： 1億1,181万円

【頭金なし・変動金利の場合】
頭金： 0円
年間返済額（注3）： 319万円
返済期間（注4）： 39年
金利（注5）： 0.515％

【シミュレーションの各種前提】
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（おわりに）
　本コラムでは、東京都及び東京圏における人の流れの変化を紹介するとともに、東京都
及び東京圏における「なりわい」に関し、就業者数や働き先の状況、「住まい」に関し、住
宅の供給及び価格の状況を紹介した。人の流れについては、東京への転入超過が新型感染
症前に迫るとともに、新型感染症流行期間中に東京近郊への転出傾向が見られた30歳代以
降についても、その転出傾向が弱まり、新型感染症前に近づいていることが分かった。加
えて、転出数、転入数ともに長期的には減少傾向にある中、2010年以降は20歳代の若者の
転入率が上昇していることも見て取れた。また、「なりわい」については、東京都において
特定の産業の雇用が増えていること、またそれらの産業については大規模事業所が東京都
において多いことなどが見て取れた。そして、「住まい」については、2010年代中後半以降
の共働き世帯の増加や2010年以降の20歳代の若者の転入率の上昇と軌を一にして東京都の
マンション価格が上昇していることとともに、東京都において住宅を取得するためには、多
額の頭金を用意するか、40年近い長期間のローンを組む必要があることが見て取れた。こ
れらの事象は、今後の東京都及び東京圏への転入及び転出の動きに対しても大きな影響を
与える要因であると考えられ、これらの分析が今後の政策立案等の参考となれば幸いである。
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